○滝川地区広域消防事務組合情報公開条例施行規則

別記第１号様式（第２条第２項関係）

公　文　書　公　開　請　求　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（実施機関）

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　次のとおり公文書の公開を請求します。

	請求しようとする公文書の名称又は内容
	（※公文書が特定されるよう、できるだけ具体的に記入してください。）



	 eq \o\ad(公開の方法,　　　　　　)
	□ 閲覧・視聴 　　　　□ 写しの交付（□ 郵 送 希 望）

	請求者の区分
	□　関係市町の区域内に住所を有する者

□　関係市町の区域内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体

　（事務所等の名称）

　（所在地）

□　関係市町の区域内に存する事務所又は事業所に勤務する者

　（勤務先の名称）

　（所在地）

□　関係市町の区域内に存する学校に在学する者

　（学校の名称）

　（所在地）

□　実施機関が行う事務又は事業に利害関係を有するもの

　（利害関係の内容　※できるだけ具体的に記入してください。）

	 eq \o\ad(請求の目的,　　　　　　)
	

	 eq \o\ad(備考,　　　　　　)
	


（注）１　該当する□欄にレ印を付け、必要な事項を記入してください。

　　　２　請求者が法人その他の団体の場合にあっては、事務所又は事業所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入してください。
別記第２号様式（第３条第１項関係）

公文書（公開・一部公開・非公開）決定通知書

滝消組　　第　　　号　

　　年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　　　　様

（実施機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　年　　月　　日付けで請求のあった公文書の公開については、次のとおり決定したので通知します。

	公文書の名称
又は内容
	

	決　定　の　区　分
	　　　□　公　　開　　　　□　一部公開　　　□　非 公 開

	公　　開
	日　　　　時
	　　　平成　　年　　月　　日　（　　）　　　　時　　分

	
	場　　　　所
	

	非　　　　公　　　　開
	公開しない
ことと決定
した部分
	　　□　全部

　　□　一部



	
	公開しない

理由
	滝川地区広域消防事務組合情報公開条例第６条第１項第　　号に該当

	
	※ 公開が可能になる期日
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	担　　　当　　　課
	　　　　　　　　課　　　　　（電話　　　　　　　）

	備　　　　　　　考
	


（注）１　公文書の公開を受ける際には、この通知書を提示してください。

　　　　２　当日ご都合が悪い場合や不明な点がある場合は、事前に担当課まで連絡してください。

　　　　３　※印欄は、請求のあった公文書の全部又は一部の公開が可能となる時期があらかじめ明示できる場合に、その期日を記入してあります。

（教示）１　一部公開決定又は非公開決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に、実施機関に対して異議申立てをすることができます。
　　　　２　一部公開決定又は非公開決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日（前項の異議申立てをしたときは、当該異議申立てに対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６月以内に、組合（訴訟において組合を代表する者は組合長となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができます。
　　　　　　なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、決定の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

別記第３号様式（第３条第２項関係）

公 文 書 公 開 決 定 期 間 延 長 通 知 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滝消組　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

（実施機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　年　　月　　日付けで請求のあった公文書の公開については、次のとおり決定期間を延長したので通知します。

	公文書の名称又は内容
	

	当初の決定期限
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	延長後の決定期限
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	延長する理由
	

	担　　　　当　　　　課

（問い合わせ先）
	　　　　　　　　　　　　　課

　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　）

	備　　　　　　　　　考
	


別記第４号様式（第４条第１項関係）

公 文 書 公 開 請 求 に 関 す る 意 見 照 会 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　滝消組　第　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実施機関）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　滝川地区広域消防事務組合情報公開条例により公開請求のありました公文書にあなた（貴社）に関する次の内容の情報が記録されています。

　つきましては、その公文書を公開するか否かの判断の参考とするためご意見を伺いたいので、別紙「公文書公開請求に関する意見書」によりご回答願います。

　なお、回答期限までに回答がいただけない場合は、公開されても支障がないとの回答があったものとして取り進めますので、あらかじめご了解ください。

	公文書の名称又は内容
	

	あなた（貴社）に関する

情報の内容
	

	意見書の回答期限
	　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	担　　　　当　　　　課

（問い合わせ先）
	　　　　　　　　　　　　　課

　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　）

	備　　　　　　　　　考
	


別記第５号様式（第４条第１項関係）

公 文 書 公 開 請 求 に 関 す る 意 見 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（実施機関）

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所在地） 　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名称及び代表者氏名） 　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付けで照会のあった公文書の公開についての意見は、次のとおりです。

	公文書の名称又は内容
	

	公開されることに

対する意見の区分
	□　公開されても支障はない。

□　公開されると支障がある。

	公開されると支障が

ある場合の意見
	（公開により支障を生じる部分）

（その理由）




（注）１　該当する□欄にレ印を付けてください。

　　　２　公開により支障を生じる部分及びその理由については、できるだけ具体的に記入してください。
別記第６号様式（第４条第２項関係）
公 文 書 公 開 請 求 に 関 す る 決 定 通 知 書
滝消組　第　　　号　
　　　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実施機関）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　　　　年　　月　　日付けでご意見をいただきましたあなた（貴社）に関する情報が記録されている公文書の公開については、次のとおり決定したので通知します。
	公文書の名称又は内容
	

	決定の内容
	　　　□　公　　開　　　□　一部公開　　　□　非 公 開

	
	（理由）



	公開する場合の公開期日
	　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	担当課

（問い合わせ先）
	　　　　　　　　　　　　課

　　　　　　　　　　　　　　　　（電話　　　　　　　　　　　）

	備考
	


（教示）１　この公開決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３月以内に、実施機関に対して審査請求をすることができますが、公開を実施する日までに審査請求及びこれに基づく執行停止がなされなかったときは、当該情報が公開されますので、ご了承ください。
　　　　２　この公開決定について不服がある場合は、この決定があったことを知った日（前項の審査請求をしたときは、当該審査請求に対する決定があったことを知った日）の翌日から起算して６月以内に、組合（訴訟において組合を代表する者は組合長となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することができますが、公開を実施する日までに処分の取消しの訴え及びこれに基づく執行停止がなされなかったときは、当該情報が公開されますので、ご了承ください。
　　　　　　なお、決定又は裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内であっても、決定又は裁決の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
